
58 エネルギー・資源

圏 エネルギー経済・エネルギーシステム（その2）

中小水力発電のエネルギー評価
NetEnergyAnalysisforRunofRiverHydroPowerPlant

1．はじめに

無資源の我が国では，エネルギー安定供給をめざし

て，エネルギー自給率向上をはかる努力がつづけられ

ている．，

自然エネルギーを利用する発電は燃料を消費せず，

エネルギーの節約をもたらせる．しかし，この自然エ

ネルギーを利用する装置をつくるために,化石燃料や原

子力発電などのエネルギーを消費する．この装置に投

入されるエネルギー（投入エネルギー量）は，その装

置から得られるエネルギー量（具体的には発電量）よ

りも十分小さくなければ，建設の意義が低くなる．

この投入エ'ネルギー量は，建設に消費されるエネル

ギーのみならず設備を構成する材料（セメント，鉄鋼

等）を生産するエネルギーも含まれる．水力発電所の

場合，ダム，水路，水車，発電機………等々をそれぞ

れ作るために，多量のセメントと鉄，アルミ，銅．．…・

の材料を必要とし，この材料のつくるう。ロセスで消費

される各種の石油，ガス，電力のそれぞれの消費量も

勘定することになる．また，建設現場において活躍す

るブルドーザー，パワーショベルなどの建設機械も石

油を消費するbこのようにみれば，水力発電所の建設

にも，多量のエネルギーを投入しており,､エネルギー

なくして，水力発電所もつくれない”というわけであ

る．

本文は水力発電所建設の投入エネルギー量を算定し

たものである．この計算方法は産業連関分析でなくて

積上げ方式によった．しかし，現在,本計算に利用でき

る信頼性のあるデータは収集し難い状況にあり，これ

にもとづく数値計算結果は,経済性まで言及することは

困難であろう．
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2．エネルギー収支分析

水力発電は自然エネルギーの利用技術であり，運転

エネルギーとしての燃料を必要としない．しかし，水

力発電所を建設するには，直接および間接的に消費さ

れるぼう大なエネルギーを必要とする．これが水力発

電のエネルギー支出(投入エネルギー)であり，水力発電

所からの発電量がエネルギー収入になる．これらの計

算はエネルギー収支分析と呼ばれ，エネルギー収入量

とエネルギー支出量の対比を行うものである．

ここで本文で用いられる「エネルギー」の定義を行

っておく；産業や交通の動力源となりうる石油,石炭，

ガス，水力発電，原子力発電から得られるエネルギー．

この「エネルギー」には人間や家畜の労働力，太陽や

風力などの自然エネルギーなどが含まれない．

消費エネルギー量とは，石油や石炭の燃焼によるも

の，電力使用量などの総和になる．これは当然のこと

であるが，、燃焼されないエネルギー"－燃やせば

その含有発熱量がエネルギーになるが，エネルギーと

して利用されないもの，例えば絶縁油，ナフサ，木材

等一はエネルギーとして算定しないことにした．

2．1エネルギーの二元表現

石油と電力が同一のエネルギー量（発熱量）であっ

ても，利用側から見た価値あるいは機能は異なる．こ

のため，エネルギー量は電力(KWH),石油(eot)な

どの化石燃料の二元表現とする．エネルギー量の単位

は一般にKcalが用いられるが，ここでは石油換算物量

eot(equivalentoilton)を用いる.1eotは石柱換算

lt,すなわち,107Kcalのエネルギー量を示すものと

した．

各々の燃料は，産地や種別による発熱量の差がある

が，「エネルギー統計（資源エネルギー庁)」に示され

た発熱量でもって，石油換算値(eot)で示すことにし

た．石油および石炭の採掘・輸送，ガスの製造・輸送
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などのエネルギーは無視した(特にガス製造のエネルギー

は無視できないほど大きいが，ガスの種類やその含有

発熱量自体が十分把握できていないこともあって簡略

化した)．

電力に関しては,KWHの単位で表現する．この1

KWHをどれだけの石油換算値で示すかは，電源構成

によっても大きく変わるし，原子力発電や水力発電を

どのように評価するかによっても異なってくる．電力

1KWHのエネルギー換算は，先述の「エネルギー統

計」に示される2,450Kcal/KWHを用いることとし，

これはおおよそ火力発電の送電端効率38.5％，送変配

電損失10％を見込んだものと見なすことができる．

2 2計算方法

エネルギー収入とエネルギー支出の計算方法を示す

ことにする．

エネルギー支出（エネルギーインフ。シ卜）

エネルギー支出はつくるエネルギー（設備投入エネ

ルギー）と動かせるエネルギー（運転投入エネルギー）

に分類して計算する．（分類項目は水力発電を対象とし

た場合に限定する.）

（1）設備投入エネルギー

a・素材エネルギー；使用している材料（損失分

も含めて）を生産に消費するもの．

b、製造エネルギー；材料を切断，熔接などの機

器を製造するために消費するもの．

c・建設エネルギー；機器および装置の基礎工事

などプラントの建設で消費するもの．

d・輸送エネルギー；材料を素材生産工場から機

器製造工場まで，機器製造工場からう°ラント

建設現場までなど，輸送消費分

（2）保守投入エネルギー

a・保守エネルギー；修繕による部品取替に伴う

もの．

エネルギー支出には，上記のほかに環境保全のため

のもの，ダム保守にかかわるもの等があるが，評価が

難しく試算するに至らなかった．

計算方式は積上げ方式であり，それぞれの項目にお

ける「物量」からそれに消費されたエネルギー量を計

算する．この計算は「物量」にそのエネルギー原単位

を乗じて得る．このエネルギー原単位とは単位量（1

t,1k4,1㎡など）だけ生産，製造，輸送するのに

要する投入エネルギー量である．設備投入エネルギー

の計算式は次のようになる．

a素材エネルギ一A
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A-Z(素材料重量)×(その素材料生産のｴﾈﾙ
各素材料の総和 ギー原単位）

生産のエネルギー原単位は素材料ltを生産する

のに要した石油，非石油化石燃料（石炭とガス),電力

の各々消費量である．ここで素材料重量とは,製品化

された素材料のみならず，加工段階で廃棄される屑分

も含むものである．

b.製造エネルギーB

B=(製品重量）×（その製品の製造エネルギー

原単位）

製造エネルギー原単位はその製品1tを製造するの

に要した石油，非石油化石燃料，電力の各々消費量で

ある．

c・建設エネルギーC

C=(建設の直接エネルギー消費量)+(建設に

使用した機器損耗分）

第一項の建設に要したエネルギー消費量には，同じ

く石油，非石油化石燃料，電力を含むものである．第

二項は機器損耗分であり，機器の全製造エネルギー(機

器をつくるための，素材エネルギーと製造エネルギー

の総和）から算出する．

d.輸送エネルギーD

D-Z(各輸送手段の輸送距離)×(その輸送の
素材料エネルギー原単位）
機器

建設資材

輸送手段とは，鉄道，トラック，トレーラ，船舶を

指し，その輸送のエネルギー原単位とはそれぞれの輸

送手段においてltlm輸送するのに要した石油，電

力の各々消費量である．この輸送距離には往路のみな

らず，復路も含まれる．

設備投入エネルギーFは上述のaからdの総和で示

される．

Is=A+B+C+D

運転投入エネルギーIoは水力発電の場合,発電所の

保守エネルギーFのみである．

Io=F

保守エネルギーは修繕取替される機器の全製造エネル

ギーである．

エネルギー支出Iは上記の設備投入分Isと運転投入

分Ioとの和で表わせる．

I=Is+Io

エネルギー収入（エネルギーアウトフ。ツト）
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〃 50,000kwl.05t/kw

セメントを除けば0.092t/kw

土木設備量は5,000～20,000kwの範囲内においてスケ

ールメリットがみられるが，ダム容量が相対的に大き

なため,50,000M出力では，逆に所要重量が大きくな

っている．

水力発電所の電気モデルは建設記録から仕様,容量，

台数などを引用し，各電気機器の重量調査によって表

2のように作成した．各機器の製品重量からの素材料

重量の算出は，各機器の個別調査によって行った．

電気設備は主要設備が70～80%を占める．各発電出

力における単位出力当りの重量は表2にみられるよう

にスケールメリットがみられ，出力が10倍になれば，

重量が約半分になっている．

なお，主要設備の一つである水車は，フランシス，

ペルトン，プロペラ，カプラン，チューブラなどの型

式があるが，調査発電所のなかでフランシス水車がも

っとも多いので，これを用いてモデルを定義した．

水力発電モデルは，上述のように既設水力発電所の

データから,5,000kwから50,000kwまで作成できたが，

今後期待できる中小水力発電モデルとして10,000kwの

発電出力を選定し，エネルギー評価を行った．

エネルギー収入は発電所の場合，電力エネルギーの

みであり,発電所から供給できる耐用期間の総発電電力

量で示される．この送端発電々力量は正味発電々力量

であり,耐用期間にわたる総発電電力量よりその所内動

力量を差し引いて得られる．

正味発電々 力量＝（総発電々 力量)一(所内動力量）

3．中小水力発電モデル

中小水力発電モデルとしては，今後開発される代表

的な出力規模の発電所が望ましいが，そのようなデー

タが得られないので，既設の水力発電所24カ所のデー

タから検討した．

水力発電所の土木設備量は同一発電所出力であって

も水系条件が種々 様々 であり，ダムの数と規模，水路

の太さと亘長などによって大きく変る．既設24カ所の

水力発電所の実績データから，表1に示すような水力

発電所の土木モデルを作成した．しかし，このような

データは各発電所の建設記録より完壁に得られたもの

が少<，種々の条件から推定した値も含まれている．

また，機器の製品重量から素材料重量への換算は，そ

れぞれの機器に応じた歩留を用いて行った．各発電出

力における単位出力当りの所要資材量は，次のように

なる．

発電所最大出力5,000kwl.11t/kw

セメントを除けば0.116t/kw

〃 10,000kwO.78t/kw

セメントを除けば0.077t/kw

〃 20,000kwO.72t/kw

セメントを除けば0.075t/kw

4．エネルギー原単位

エネルギー原単位の定義は，燃料，材料，製造，輸

送について行う．

4．1燃料

・石油製品はすべて1eot/1k4とする．

。石炭は特にその含有発熱量が明示されない限り，

表1水力発電の土木モデル

ー各発電出力における土木設備重量(1)と工事エネルギー－

注(1)素材料重量

（2）製品重量から歩留0.75を考慮して計算した素材料重量

-60-

発電所の最大出力(KW) 5,000 10,000 20,000 50,000

；
セメン 卜 ( t )

異 形丸鋼(t)

その他の鋼材(t)

銅材(t)

5,000

400

75

24

7,000

500

82

30

13,000

780

94

48

48,000

2,200

140

185

ゲート総重量(2)(t)

スクリーン除じん機総重量(2)(t)

水圧鉄管総重量(2)(t)

26

16

110

42

20

160

96

32

300

620

100

820

所要資材量(t) 5,582 7,768 14,493 52,578
■
グ
ー
″
グ
ロ
ー

工
事
エ

，
、
／
課
一

電力使用量(MWH)

石 油使用量(KE)

4,300

1,700

5,200

1,900

7,200

2,300

14,000

3,900
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表2水力発電の電気モデル

ー各発電出力における電気設備重量(1)－

注(1）製品重量

て加算した．この間接分は，他工場の加工エネルギー，

工場の設備投資分など，直接消費量に含まれないもの

を考慮した．

4．3製造

製造エネルギーとは，素材料を切断・溶接し，機器を

加工・組立するまでのエネルギー消費量である．しか

し，一工場でこれらの一連の工程をとることは少く，

半製品や部品の購入によって機器が製造されることが

多い．これらの間接分に関しては費用の関連から直接

消費エネルギーの30％と評価して，表4のように定義

した．

4．4輸送

輸送機関の直接消費エネルギーは，運輸白書より引

用した．間接分は輸送機関の製造エネルギー分である．

輸送機関のもっとも一般的な「トラック」について，

一般炭0.77eot/kg,原料炭0.62eot/kgとする．

。ガスについても特にその含有発熱量が明示されな

い限り,1eot/㎡とする．

4. 2 材 料

材料のエネルギー原単位は直接分のみならず，間接

も含めて定義すべきであるが，産業関連分析による分も含めて定義すべきであるが，産業関連分析による

検討では物量データが不備のため，信頼性の高い原単

位が得られない．ここでは，データの信頼性が比較的

高い工場の直接消費エネルギーからの直接分のみのエ

ネルギー原単位をベースにした．このような個々の数

値は，製法，生産の規模，技術進歩などによって大き

く異なり，これらの関係を整理してデータの信頼性を

高めるだけの十分な調査は行えなかった．

計算に必要なエネルギー原単位は表3のように定義

した．同表において間接分は一律に直接分の20％とし

－61－

発電所の最大出力(KW) 5,000 10,000 20,000 50,000 備 考

主
要
設
備

水車

（）内最大出力

発電機

（）内容量

主変圧器

（）内容

42

(5000)

68

(5500）

29

(5500）

60

(10000）

92

（11000）

34

(11000)

100

(20000)

160

(22000）

52

(22000)

240

(50000)

420

(55000）

115

(55000）

最大出力で変化

発電容量で変化

変圧器容量で変化

付
帯
設
備

所内変圧器

計器用変成器

整流器

しや断器

断路器

避雷器

配電盤

屋外鉄構

キ ユ －ピクル

配 管バルブ

電力ケーブル

制御ケーブル

接地線

クレ－ン

ノ1,型モータその他

蓄電池

0.98

1.6

0.45

2.2

2.5

1.0

4.3

4.0

3.4

6．6

}9.6

0.6

18.0

3．5

1．4

1.2

2.1

0.45

3.1

2.5

1.0

4.3

4.0

4.1

6．6

9.6

0.6

23

3．5

1．4

1.9

3.4

0.45

5.2

2.5

1.0

4.3

4.0

5.7

6．6

9.6

0.6

38

3．5

1．4

5．2

9．5

0.45

14.0

2．5

1．0

4．3

4.0

12.5

6．6

9.6

0．6

120

3．5

1．4

発電所最大出力で変化

一定

〃

発電所最大出力で変化

一定

″
″
〃

発電所最大出力で変化

一定

〃

〃

発電所最大出力で変化

一定

〃

主要設備合計 139.0 186.0 312 775

付帯設 備合計 60.13 67.45 88.15 195.15

△、 計ロ 199.13 253.45 400.15 970,15

単位出力当りの重量kg/KW 39.9 25.3 20.0 19.4
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投入エネルギーを算出し，耐用期間中の輸送重量・距

離6万tokmの前提条件から,t・km当り，石油・石

炭0.036eokg,電力0.070KWHを得た．これを間接分

として表5のように定義した．

表3材料のエネルギー原単位

5．エネルギー評価

5．1エネルギー支出

3に示した最大出力10,000kwの自流式水力発電所の

エネルギー支出について，設備投入分と運転投入分を

計算した．

設備投入エネルギー

･材料エネルギー；水力発電所の重さの約95％はセメ

ントであり，蝋水力発電所はセメントである”といえ

る．

材料エネルギーは表6のようになり，セメントの

占める比重がきわめて高くなるのは当然である．

o製造エネルギー；製造エネルギー原単位（表4）を

用いて算出した．

。建設エネルギー；直接消費エネルギーは工事用エネ

ルギー（表1）であり，間接投入エネルギーは建設

機械の使用分であり，これらの機械の損耗分で計算

した．

。輸送エネルギー；輸送距離は何れの場合も，自家用

トラック500km,海運500kmとした．

設備投入エネルギーの計算結果は表7のようになる．

石油・石炭と電力の合計のエネルギーでみて，建設エ

ネルギーがもっとも多く，製造エネルギーが少い、設

表4機器製造エネルギー原単位

ザ｡

注）1．製造エネルギーは直接製造エネルギーに間接投入製造エネルギーを加えたもの

製造エネルギー原単位/直接製造エネルギー原単位＝1．3を用いて算出

2．重量tは製品雷量
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鞘k§砿
一

腫

信

K1}H7I
今
ロ
函

異形丸鋼

普通鋼材

（
型鋼，鋼管

構造用鋼板 ）
硅素鋼板

鋳 鋼

鍛鋼

ステンレス鋼

合金鋼

490

810

810

330

630

550

170
９
９

1

2

430

430

1,230

2,450

1,990

920

1,540

595

915

111

930

118

775

547

ｆ
９
９
９

１

１
１
２

銅

アルミニウム

セメン卜

がい、し

エポキシ樹脂

板紙

絶縁油

ポリエチレン

シリコン

鉛

塩化ビニール

板ガラ ス
や

． ム

亜鉛

０
０
６

９
７
８

６
６

800

800

290

830

100

0

200

600

770

250

290

，
？
、
，

1

1

3

1

1,700

17,000

121

0

2,800

930

35

2,700

430,000

620

1,100

610

3,300

4,100

1,107

4,835

116

800

2,486

518

839

1,762

105,350

352

3,870

919

2,059

1,295

機器

直接製造エネルギー原単位

石油・石炭
eokg/t

電力
KWH/t

製造エネルギー原単位

石油・石炭
eokg/t

電力
KWH/t

備 考

原動機100t級

″
〃

ｎ
Ｕ
ｎ
Ｕ

Ｒ
Ｊ
１
且

″
〃

発電機100t級

″
〃

八
Ｕ
ｎ
Ｕ

Ｒ
Ｊ
１
１

″
〃

変圧器100t級
〃 50〃

〃10〃

しゃ断器，断路器

配電盤

ケーブル

212

313

394

172

242

383

141

211

282

80

71

0

1,590

2,410

3,470

1,350

1,880

2,940

1,060

1,590

2,120

570

530

960

280

410

510

220

310

500

180

270

370

100

90

－

2,070

3,130

4,510

1,760

2,440

3,820

1,380

2,070

2,760

740

690

1,250

●。

電気使用合理化委
員会データ
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注）1．運輸白書より引用

2．全輸送エネルギー原単位は

直接消費エネルギー原単位

に，トラックエネルギー原

単位を加算した．

3．船のエネルギー原単位は未

調査なので，トラックと同

じに仮定した．

表5輸送エネルギー原単位

表6材料エネルギー
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輸送手段

直接消費ｴﾈﾙ‘ｷー
原単位

e

(石油）
p

olg/t・畑

全輸送エネルギー原単位

石油

eokg/t･伽
電力

KWH/t･伽

自家用トラック

内航海運

営業用卜
ー

フ シ ク

１
１
１

１
１
１

0.202

0.022

0.069

0.238 2）

0.0583

0.105 2）

１

１

２
引
２

0.070

0.070

0.070

分
類

材料または

機械名

製品重量

t

所要重量

t

エネルギー

石油･石炭

eot

電力

MWH

備 考

土
木
モ
デ
ル

セメント

異形 丸鋼

その他の鋼材

銅

ゲー卜
スクリーン

等

水圧鉄管

4､ 計

－

_

q■■■■■

_

62

601

222

7000

500

82

24

82.6

213.33

7901.93

602

245

66.42

15.56

65.8

72.801

1167.58

847

215

35.26

40.8

53.1

91.73

1282.89

電
気
モ
デ
ル

水車

発電機

主 変圧器

所内変圧器

計器用変成器

製流器

しゃ断器

断路器

避雷器

配電盤

屋外鉄構

キュービクル

配管バルブ
イ

ケーブル

接地線

クレーン,小型
モータ ， その他

蓄電池

小計

60

92

34

1．2

2．1

0．45

3．10

2．50

1．0

4．3

4．0

4．1

6．6

9．6

0.6

26.5

1．4

253.45

85.8

24.3

38.6

1．36

2．63

0.64

3．65

3．13

1．30

4．8

4．44

4．55

8.25

10.56

0.67

35.33

1．56

1

336.01

70.6

00.6

30.6

1.08

2．05

0．54

2．31

2．53

0．88

4．55

3.60

4．31

7.82

19.80

0.46

23.95

0．31

1

●

275.98

61.9

89.6

28.8

1.01

1．12

0．81

1．85

1．34

1．26

8．06

1.91

7.64

13.85

18.90

1.13

51‘64

0．96

291.25

4 4

｣

主変圧器の値から重量比

ﾄ

9

ガスしゃ断器を前提

歩留0．8
すべて普通鋼材として

歩留0．9
すべて普通鋼材として

配電盤と同一原単位

〃〃

歩留0.9
すべて銅として

歩留0．9
すべ て 鉛 と し て

h

l

今 計ロ 8237.94 1443.56 1574.14

間接投入エネルギー20％加算合計 1732 1889
Qd
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表7設備投入エネルギー

区 分

素材エネルギー

製造エネルギー

建設エネルギー

輸送エネルギー

合 計

石油・石炭
eot

1）

1,732（35．1）

124（2．5）

1,920（38．9）

1,154（23．4）

4,930(100.0)

注）1

2

3

石油換算leot=107Kcal

（）内％値

電力1KWH=0.245eokg

備投入エネルギーにおける電力の比率は，約30％であ

るが，建設エネルギーの面では40％・

保守投入エネルギー

･保守エネルギー；修繕費の建設費に対する年経費

率から推定して，設備投入エネルギーの1％とした

石油・石炭49.3eot/年，電力91.8MWH/年．

5．2エネルギー収入

水力発電所の年間総発電々力量は．年間設備利用率

から計算する．年間の設備利用率は既設24カ所の実績

データ(発電所の最大出力で変化）から55.0％である．

また，所内動力量は所内率の実績データ0.39％を用い

て算出できる．水力発電所の最大出力10.000kwの場合，

次のようになる．

年間総発電々力量(A)48,180MWH/年

年間所内動力量(B)187.9MWH/年

年間送電々力量(A-B)47,992.1MWH/年

5．3評価

水力発電所の建設のために投入したエネルギー，す

なわち，設備投入エネルギーは何年間の正味エネルギ

ー収入で回収できるか－エネルギー回収年は次のよ

うに計算できる．

設備投入エネルギー

ｴﾈﾙギー回収年=霜(送電端発電々力量_保守ｴﾈﾉ閑
＝0.61年……電力0.245eokg/KWH

の場合．

＝1.41年……電力860Kcal/KWH

の場合．

エネルギー回収は電力を0.245eokg/KWHで換算し

た場合，0.61年で完了し，電力を860Kcal/KWHとし

ても1.41ですむことになる．

水力発電所の耐用期間中に得られるエネルギーアウ

トプットと，そのために投入したエネルギーインプッ

トの比，すなわち，エネルギー比は耐用年数35年とし

電力

MWH

1,889（20．6）

1,319（14．4）

5,214（56．8）

755（8．2）

9,177(100.0)

合計3）

eot

2,195（30．6）

447（6．2）

3,197（44．5）

1,339（18．7）

7,178（100.0）

た場合，次のようになる．

エネルギーアウトプット

エネルギー比宝ネルギーインプット

（年間送電端発電々力量）×35年

（設備投入エネルギー)＋(保守エネルギー/年)×35年

＝42．5

エネルギー比は投入したエネルギーに対して利用で

きる比率であり，少くとも1以上でなければならない．

これらの検討結果は，既設水力発電の実績値にもと

づくものであり，今後開発される中小水力発電に関し

ては，土木モデルが大規模化することから考えて，エ

ネルギー評価はこれらの検討結果より更に低くなるこ

とが予想される．

耐燃査

BB3

－ 6 4 －




